別紙
暴力団排除に関する誓約事項
　当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

記
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成23 年埼玉県条例第39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約及びその他の契約（以下「委託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当する第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県が法人等に対して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかったと認められるとき。
　　　所在地：                           　　　　　　　　　　　　　　　　
      事業者名：                           　　　　　　　　　　　　　　　
      代表者職・氏名：                        　　　　　　　　　　　　　　
様式第１号（第３関係）

令和　年度大規模農業法人等の誘致活動推進事業
（農地集積推進事業・遊休農地整備事業）費補助金交付申請書
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

（宛先）
　　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名

下記により、標記補助金の交付を受けたいので、補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　補助事業名

２　補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　　　円

３　補助事業の目的　
４　補助事業の内容
５　事業費内訳
	事　　業
区　　分
	総事業費
	補助事業に
　係る経費
	       負　担　区　分
	備考

	
	
	
	県補助金
	市町村費
	その他
	

	
	　　　　円
	　　　　　円
	円
	　　　 円
	　　  円
	


６　補助事業の完了予定年月日(又は完了年月日) 

　　令和　　年　　月　　日
７　収支予算（又は収支精算）
　(１)　収入の部
	 区  分
	  本年度予算額
(又は本年度精算額)
	  前年度予算額
(又は本年度予算額)
	    比　較　増　減
	 備  考

	
	
	
	    増
	    減
	

	県補助金
市町村費
その他
	         　　 円
	　           　円
	　　　　円
	　　　　円
	

	   計
	
	
	
	
	


　
(２)　支出の部
	 区  分
	 本年度予算額
(又は本年度精算額)
	  前年度予算額
(又は本年度予算額)
	    比　較　増　減
	備  考

	
	
	
	    増
	    減
	

	事 業 費
	        円
	       　　  円
	      円
	      円
	

	   計
	
	
	
	
	


８　添付資料
（1） 事業費の積算根拠

（2） その他参考となる資料
様式第２号（第４関係）

令和　年度大規模農業法人等の誘致活動推進事業
（農地集積推進事業・遊休農地整備事業）費補助金交付決定通知書
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  第　 　 　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　埼玉県知事　　（公印省略）

　令和　　年　　月　　日付け　　　　第　　　　　号で申請のあった標記補助金については、下記のとおり交付します。
記

１　補助事業名

２　交付金額　　金　　　　　　    　　　円

３　支払方法　　

４　交付条件
（1） 事業実施主体は、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和40年
　 　埼玉県規則第15号）、大規模農業法人等の誘致活動推進事業実施要
     領（令和7年４月１日決裁。以下「実施要領」という。）、大規模農
     業法人等の誘致活動推進事業費補助金交付要綱（令和７年４月１日決
     裁。以下「要綱」という。）に定めるところに従わなければならない。
（2） 要綱第５第２項に規定する軽微な変更以外の変更をしようとするとき
　　 は、知事の承認を受けなければならない。

（3） 補助事業を中止し、又は廃止するときは、知事の承認を受けなけれ
　　 ばならない。
（4） 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業の遂行が
　　 困難となったときは、速やかに知事に報告してその指示を受けること。

（5） 交付金額が、要綱第２で定める補助額の範囲を超えることとなった
     ときは、速やかに知事に報告すること。

様式第３号（第５関係）

令和 年度大規模農業法人等の誘致活動推進事業(農地集積推進事業
・遊休農地整備事業)費補助金変更（中止・廃止）承認申請書

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　 　令和　年　月　日

（宛先）

　　埼玉県知事　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名

令和　　年　　月　　日付け　　　第　　　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた標記事業について、下記のとおり変更（中止・廃止）の承認を受けたいので、申請します。

記

１　補助事業名

２　補助金交付申請額
　　　既交付決定額　　　　　　　金　　　　　円
　　　追加（減額）交付申請額　　金　　　　　円
　　　合計額　　　　　　　　　　金　　　　　円
３　変更（中止・廃止）理由

　※様式第１号（「５」以降）を作成し、添付すること。
注）１　添付する様式第１号「５」以降については、変更（中止若しくは
　廃止）部分を２段書きとし、変更前のものを下段（　）書きとすること。
２　補助金額が増減する場合は、本文中の「下記のとおり変更（中止・廃
　止）の承認を受けたいので、申請します」を「下記のとおり変更したい
　ので、補助金○○○円を追加（減額）交付されたく申請します。」とする
　こと。
様式第４号（第８関係）

令和 年度大規模農業法人等の誘致活動推進事業(農地集積推進事業
・遊休農地整備事業)費補助金実績報告書

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　第　　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　令和　年　月　日

（あて先）

埼玉県知事　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名
令和　年　月　日付け　　　　第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた標記事業が完了したので、補助金等の交付手続き等に関する規則第１３条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１　補助金交付決定額　　金　　　　　　　円

２　補助金実績額　　　　金　　　　　　　円

３　補助事業の目的　
４　補助事業の内容
※様式第１号（「５」以降）を作成し、添付すること。
様式第５号（第９関係）

令和　　年度大規模農業法人等の誘致活動推進事業
（農地集積推進事業・遊休農地整備事業）費補助金交付額確定通知書

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第　　  　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　令和　年　月　日

　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　          　埼玉県知事　　（公印省略）

令和　　年　　月　　日付け　　第　　　号で補助金の交付決定の通知をした標記補助金については、令和　年　月　日付け　　第　　　号で提出のあった実績報告書等に基づき、下記のとおりその額を確定したので、補助金等の交付手続等に関する規則第１４条の規定により通知します。

記

１　補助事業名

２　補助金交付決定額　　金　　　　　　　　　　　円

３　補助金交付確定額　　金　　　　　　　　　　　円

様式第６号（第10関係）

令和　年度大規模農業法人等の誘致活動推進事業
（農地集積推進事業・遊休農地整備事業）費補助金交付請求書

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　 　 　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
（宛先）
　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名

令和　年　月　日付け　　第　　　号で補助金の交付確定（交付決定）の通知を受けた標記補助金の支払を下記のとおり請求します。

記

１　補助事業名

２　補助金交付確定額　　金　　　　　　    　　　円

（補助金交付決定額）

３　 eq \o\ad(請求額,　　　　　　　　)　　金　　　　　　　　　　　円
· 債権者コード

	　下記の銀行口座に振替えてください。

	名義
	※　フリガナを併せて記載してください。

	区

分
	　　　　　　銀　　行　　　　　支店

　　　　　　信用金庫

　　　　　　農　　協　　　　　支所

	
	普通№
	当座№


※　債権者登録をしている場合は債権者コードを、債権者登録をしていな

い場合は振込先口座を記載すること。

※　要綱第10第１項により概算払いによる補助金の支払いを請求する場合には、「交付確定」を「交付決定」と「補助金交付確定額」を「補助金交付決定額」に修正の上使用すること。

様式第７号（第11関係）

大規模農業法人等の誘致活動推進事業
（農地集積推進事業）費補助金に係る財産処分承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　  　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
（宛先）
　　埼玉県知事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び代表者の氏名

　令和　年度大規模農業法人等の誘致活動推進事業（農地集積推進事業）で取得した財産の処分の承認を受けたいので、補助金等の交付手続等に関する規則第１９条の規定により、関係書類を添えて申請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　補助事業名

２　補助金額　　金　　　　　　　　　　　円

３　処分する財産

	財　産　の　名　称
	取　得　年　月　日
	取 得 金 額(円)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４　処分の内容

　　

５　処分の理由

６　処分後の事業計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

